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( 1 ) Faus tmannのルール
今回、多くの林業経商学者ならびに経済学者によって、理論的に適切と見られ
ている伐期齢は、 Faustmann式によって導かれるものである o同式は、 19世紀のド
































f=f(L;T)=f(T) (L:一定) ( 1 ) 











と利子率)は同じである白次に、任意の第 i回目(i > 1 )の伐採における最適
伐期齢はそれ以前の伐期齢に影響を受けず、それ以降の植伐のみを考慮して決定
されること、そして、この考虚すべき植伐回数は任意の iに対して常に無限回で










をT (= T 1 = T J)で表し、得られる利調の流列の現在価値の総和をV(T)とす
れば、それは
0:) 
max V(T)=:En:l[p f (T)e-rT-wL]e-r<n-l)T 
=[p f (T)e-rT-wL]/(1-e-rT) 
subject to T孟Tmln ( 2 ) 
と表される o
解が内点解の場合、最適伐期齢が満たすべき 1階の条件は次のようになる o
p f (T)ー r[pf(T)+V(T)]=O (3) 
ここでドットはTによる 1次微分係教を示している o 1階の条件は、森林を伐採
せずに置いておくとき白利潤の増加分 (pf(T))が森林自身の資本価植と林地





p [ f (T) -r i (T)] e -rT (1 -e -rT)ー 1くo (4) 
が成立することである。ここでダブルドットは 2次微分係数を表している。 fは
厳密な凹関数なので fく口、また(狭義)単調増加の仮定により f> 0白以上か
ら上白不等式が成立する。したがって(3 )を満たす伐期齢は局所的な最適解で
ある。さらに、もし(3 )を満たす局所的な伐期齢が植数個あるならば、 ( 3 ) 
を満たしてかつ f-rf>Oとなる伐期齢が存在することになる。しかしそれは
関数 fの仮定と矛盾する。したがって、 Faustmannの伐期齢は一意的であり、 (3 ) 
は大域的な最適解の必要十分条件である o






















































































第 2章を参照のこと) 0 
p = log {[ P f (T) + V (T p) ] / [w L + V (T p) ] } / T 
ρをTで微分すると
d ρ/d T= (p f (T)/[p f (T)+V(Tp)]-p}/T 
であり、これより最適解が内点解の場合の 1階の条件
P f (T)-p [p f (T)+V (Tp)]= 0 
が導かれる o Pの2次微分係数は
d2p/dT2= (p f (T)/[p f (T)+V(TF)] 
一[pf (T)]2/[p f (T)+V(Tp)]2 
-2 T }/T 
であり、 fに関する仮定によって、それはρ孟0となる伐期齢では常に負であるロ
したがってもし最適解が存在するならば、それは一意的である。さて、 ( 5 )を
( 5 ) 
( 6 ) 
( 7 ) 
? ， ??
( 7 )の左辺に代入して pを消去する。それにT= TF'を代入すると、









p V = [p f (T) + V (T F)] e -rTー [wL+V(TF)]
その 1次微分係数は、
d (P V) / d T = [pf (T) -r p f (T) -r V ( T F')] e -rT 
であり、したがって最適解が満たすべき 1階の条件は、内点解の場合
P f (T)-r [p f (T)+V (TF)]= 0 
である。 PVの2次撒分係数は
d 2 ( P V ) / d T 2 = P [f(T) -r f (T)] e -rT - r [d (P V ) / d T ] 
( 8 ) 
( 9 ) 
であり、それは定義域で常に負である。したがって、もし最適伐期齢が存在すれ
ぱ一意的である。そして T= TFを(9 )の左辺に代入すれば、 ( 3 )よりその値
がゼロとなることがわかる。つまり踊争的林地価格を考慮したFisherの伐期齢は



































































max V (T) = [p f (T) e -rT -S ~ c ( t ) e -rt d t] / (1 - e -rT) 
ここで c( t )は施業に要する費用あるいは間伐による収入であるロ各林齢での
-20 -
施業は、主伐収入pf (T)や間伐収入、そして各林齢での造育林費用に影響を与
える o そこで t林齢での施業自内容をベクトル u( t )で表すことにしようロ各成
分は例えば、 U1 :下刈、 U2:枝打、 U3 劣骨木の除間伐、 U4 :擾勢木の間伐
等である。各時点において実行可能な施業の範囲は限られている〈例えば枝打本
数は 0以上、立木本数以下となる)ロ施業の実行可能集合を U( t )で表せば、こ
のことは
u ( t)モ U( t ) 
と表現できるロ
(1 0) 
次に二つの変数 S( t )、 C( t )を導入する1;1S ( t )は立木の現在価値を表すロ
すなわち S( t ) = pf (T) e -rTである oまた S(O)=oとする。一方、 c( t)は
t林齢までの総造育林費用〈間伐収入を含む〉の現在価値を表す変数であり、




れば、 S( t )は次の関数関係で表わされる o
S(t)=tt1[S(t).U(t). t] (11) 
同様に、ある林齢で投入される育林費用の現在価値 (C(t)>O)や得られる間
伐収入の現在価値(C ( t)く o)も、その林齢での林分の状態と施業に依存する。
したがって




max V (T ) = [ S(T)一C(T)]/( 1 -e -rT) 












H[S(t).C(t)， λt<t)， λ2( t )， u ( t)， t] =λ1 ( t )φ1+λ2( t )φ2 
ここで、 λt<t)、λ2( t )は、随伴変数と呼ばれる未定乗数である。最適解にお
けるハミルトン関数の値をH% ( t )で表すと、随伴方程式
λtCt)=-dH吋t)/OS(t) (13) 
λ2(t)=-dH吋t)/oC(t)=O (人 λ2(t ) =一定) ( 1 4) 
を満足する連続関数λ1( t )、 λ2( t )が存在し、 (λ1( t )， λ2(t)):;e日、かっ次
の条件を満たすロ
①(最大値原理〉 任意の tE [ 0 • T ']に対して、
H '( t ) = m ax H [S X ( t ).c l ( t ).λ 1c t )， λ2( t ).u ( t ). t ] 
subject to u ( t )モ U(T)
したがって施業の実行可能集合U( t )が拘束的でないならば、
dH"/d u=λdd φ1/ d u) +λ 2(O O2/ o u)=日(1 5 ) 
②(横断性の条件)
入tCTつ=d V (T X) / d S (T ") = 1 / [ 1 -expト rT %)] ( 1 6) 
λ2( Tつ=d V (T勺/o C (T "') = -1 / [ 1 -exp (-r T勺] ( 1 7) 
@ 最適な計画期間[0，Tつにわたり、
H吋t)=-oV奪(T勺/oT 
+fLlλ t<τ)(δ O l/dτ)+λ2(τ)(d o2/dτ)} d τ 
( 1 8) 
以上の結果より、もし主伐収入、造育林費用、そして間伐収入と実行可能な施




(1 5) ー (17)によって、最適伐期齢で施業の実行可能集合が非拘束的な
らば





よう o U 1が下刈の面積あるいは強度を示すものとし、 U 1~ 0とする白立木販売
時点では通常、下刈は行われない。それは下刈を行っても立木販売収入は変化し
ないためである白このため最大値原理
H ~(T 勺=max [ o 1 -o 2]/ [1 -exp (-r T勺]
を満足するためには、下刈をいっさい行わないこと (U1=O)が求められる(実
際には見栄えをよくし販売価格を上げるために販売時に下刈が行われることがあ
るo このケースではaφ1/OU1>Oであり、特に U1= 0でBφl(T:e)/OUl 
-0 o 2(T勺/0Ul>Oならば下刈は最適施業方策として認められる)ロ
次に (15) ー (18)から得られる最適伐期齢白条件を示そう。(1 8)で
t = T:eを代入すると
H￥(T￥)= -a V￥/o T= [(S -C) r e-rT:e]/(l -e -rT:e) 2 
=V写[re -rT~ / (1 -e -rT x) ] 
一方、最大値原理と横断性の条件から
H (T ~) = m ax(O 1 -o 2)/ (1 -e -r T t) 
したがって、最適伐期齢T写では次の不等式が成立する。





を意味していることは容易に確認できる。 Faustmannの 1階の条件(3 )は、 t= 
TX時点での現行価値の観点で表現されている。対応して t= T ~での現行価値純
収入を G (= (S -C ) erT ~)で表すロこのとき、
?????，
?
φ1_O2=d(Ge四 rT，)/ d T = (G -r G) e -rT" 
であり、上の不等式は
G-r (G+V事)豆 O



















f ( t ) =η(t)E"(f)-h(t) ( 1 9 ) 
ここで、
f ( t ) :単位面積の t林齢白森林の利用材積(状態変数) 0 f(t);孟o0 













P V =e -rT {p -C T [ f (T)]} f (T) + S ~e -r t {p -C [ f (t)]} h ( t ) d t 
( 2 0 ) 
で与えられる。ここで右辺第 1項は主伐の純収入の現在価値を示している。一方、
第 2項は間伐収入の現在価値を示している o
最適間伐方策の-決定問題はこの PVを最大にすることで得られる o ただし、 ( 
2 0)の形式はFisherのモデルに準じており、また造育林費用が考慮されていな
いロこのことについて次の 2点を指摘しておこうロ第 1に伐期齢Tが所与とされ
ているため、 Faustmannのモデル (max(P V -w L )/ (1 -e -rT))の最適間伐
方策もFisherのモデル (maxP V -w L)の最適間伐方策も同じとなること、第
2に育林費用 (wL)が造林時点、ですべて支払われる 1点投入モデルならば、造
育林費を考慮しないモデル (maxP V)の解も造育林費を考躍するモデル (max
PV-wL)の解も同じとなることであるロしたがってここでのモデル(2 0 ) 
はFaustmannのルールと矛盾しない白






変数昭代わりに現行価値乗数 q( t) (随伴変数に ertを乗じたもの〉を用いるこ
とにより、最適解の必要条件を簡寵に示すことができる。
まず現行価値ハミルトン関数は改のように定義される o現行価値乗数を q( t ) 
として、
-25 -
Hc[f(t}， q(t).h(t). t] 
={pー c[f(t}])h(t}+q(t){η(t)，[f (t)]-h(t}} 
={pー c[f (t)]-q(t)} h(t}+q(t)η(t}，[f(t)] (21) 
最適間伐方策を (h:C(t)}、森林のストック置の最適経路を{f寧(t ) }、そして
これら最適解に対応する現行価値ハミルトン閑教を Hc:Cとするロこのとき、ポン
トリャーギンの最大値原理から随伴方程式
q(t)=rq(t)ー [0Hc:C/δf事(t )] 
= {rーη(t)f[f写(t)]}q(t)+C[f:C(t)]ht(tj (22) 
を満足する連続関数q{t):foOが存在して、最適間伐方策は次の条件を満たす。
①(最大値原理〉 任意の tE[O.T]に対して、
Hc￥( t ) = max H c [ f :1( t ). q ( t )， h ( t )， t] 
subject to h rna:-:( t)孟 h( t ) ;孟 O
@ (横断性の条件) t = Tで、
q(T)=o{p-c 子)f写/0f = P - c T[f:1 (T)] 
上の最大値原理は、現行価値ハミルトン関数を最大にするように間伐量 h( t ) 











を tで微分して、 (2 1 )、 (2 2 )を考慮すれば、次の(2 4 )が得られるロ





( 2 4 )はまた、特異制御における林齢と最適森林ストッタ量(利用材積〉との
関係を示している。したがって図 1-1のように特異制御を示す曲線を描くこと
ができる oただし、この曲緯がどのような形状を持っかは上の仮定だけでは特定
することはできない(もし cが一定ならば右下がりの曲鵠になる o なお、ある林
z齢 tIこ対して (24)を満たす解が、二つ存在する場合がある。このケースでは





































































max PV=-wL+ Ll=d[p(Ddf (Td-wL]exp(ー rD d} 
subject to Dl=Dl-1+Tl= LJ=lTJ (i = 1.....N) 







OO1/OTl一λ1=0， i=l.....N (25) 
[o O 1/ a D 1-rφ1+λ tJ exp (一 rDdー λ1+ 1 exP (-r D 1 + ) = 0 • 
( 2 6 )の iから Nまでの和をとると、
N 
i = 1 .・・・.N
λl=-LJ=l[OゆJ/a D J_ rφJJexp[ー r(T J一TdJ 
+λN+lexp[-r (TN+l-T dJ 
これを (25 )に代入すれば、
B φ1/δ T 1+ L ムoO j/δD Jexp [-r (D jー Dt>] 
N 
= L J= 1 rφJexp[ -r (D J一DdJ 
( 2 6 ) 







最適解の l階の条件は改のようにも変形できる。 (25)より(2 6 )のλI、
λ1+1を消去し、 o1= p (Od f {Td-wLを代入して、整理すれば、
r p (Od f (Td=[p (Od f (Td+ p (Dd f (Td+ rwL] 
-p (D 1+1) f (T 1+1)eXp(-r T 1+1) (2 7) 
(2 7 )の左辺は、 D1時点で即座に伐採することによって得られる利潤の利子
分を表している。一方、右辺は、第 i期の最適伐期齢を微小期間flTだけ遅らせ、









@ α>r>Oかっ α毎 rO)場合には、その伐期齢は森林純収穫最大 (NMSY: 
net maximum sustainable yield)の伐期齢を最初上回り、やがてNMSYの伐
期齢に収束する〈α rーはPVが収束するための条件である。なおNMSYに
ついては第 2章を参照のこと)。














以上のモデルを数式の形で表現すると、生産関数 f(T)は、第 1期 f(T 1)、第




1 imN→∞1 1 =1φdTd<∞ 
と生産関数の変化には上限が与えられている。また、すべての iについてφi孟 1
であり、生産関数が以前より悪くなることはないロなお、彼らはモデルを簡略化





定論的世界では任意の第 i期の競争的林地価格 (V1 ")は既知であるとして、ま







1 J= 1φJ(T J)VleXp{-r LJ=lT J) 
と表せば、ベルマン方程式と呼ばれる次の等式が成立するロすなわち、
V 1 =ma x [f (T !) +φI(T t}V1+1]eXp(-r Tl) 
であるロこれより、第 i期の最適伐期齢T1 xは次の 1階の条件を満たす白
-32 -
f (T 1勺/f (Tゾ)=r+[rφ1 (T 1 'a')ー φdT1 ~))[v 1+1 "/ f (T 1 ~)] 
この 1階の条件を用いて彼らが得た結果は以下の通りである。
① モデルの仮定により i→∞でφiはlに収束し、 φ1はゼロとなる。したがっ
て上の l陪の条件はFaustmannのルールの 1階の条件と一致する。すなわち i→
∞で最適伐期齢はFaustmannの伐期齢に収束する。
② 全ての iについて rφ1( T 1 ")一 φdT1 ")註 rを仮定すると、全ての伐期齢
はFaustmannの伐期齢よりも短くなる。










次にJohanssonand Lofgrenのモデルについて D 彼らはベルマンの最適性原理か
ら最適伐期齢を導出しており、このため問題を無限計画期間問題として定式化す
ることができているロまた、そのモデルは生産関数の変化を扱うものだが、生産






























d [p ( t ) f (T)]/ d t -r [p( t ) f (T)+ V ( t )]= 0 
と表されるく(3 )式と比較されたい)。ここで tは時点を表すロまた Tは林齢
であり、 fは現在生育している森林の生産関数である。将来の木材価格に対する
予想は、林地の機会費用を示すV( t )に表現されている o ここでは定常性を仮定
していないので、 Vはもはや一つの伐期齢の閑散ではなく無限の将来にわたるす
べての伐期齢の関数となることに註意されたい。








P OLD ( t )孟 PNEW(t) for ¥;/ t > o. POLD( t) > PN~W( t) forヨt> 0 






















































































Pl r(i)=s-∞ど (p)dp: 林齢で阪売が行われない確率白
である o
(2 8) 








[P 1':f (1<.) + E (W)]βk= RI':+lβk+ 1 + r (1<. + 1 ) R k+2β 1':+2+ ・ー







PZ-l= ([E (p) f (Z)+E (W)]β ーE(W))/f{Z-l) (30) 
( 3 0 )で得られた PZ-1から Rz-lを得ることができる。これを (29 )に代入
すれば、次に Pz-2を得ることができる。以下、同様に順次後戻りして、各林齢に
対する留保価格が求められる o
ただし留保価格は E(W)の関数である o したがゥて留保価格を求めるには(28 ) 















































B={x:x;?;β Syt(dy I x)} 
である o この式と次式
Syt(dy I X)=x+S(y-X)t(dy I x)=x+μ(x) 




わり、 x> X:rでは常にy1> Y2となる。以上から B=(x x~x つであること
は明らかである o





H(xo. n)=max(xo.β S H (x 1. n - 1 ) t(d x 1 I x 0)] 
H (x 1. n -1 ) = m ax[x 1.β S H (x 2. n -2 ) t(d x 2 I x 1)] 
H (x n-2. 2 ) =max [x n-2.β S H (x n-l. 1 )ど (dxト 1I x n-2)] 
H (x n-l. 1 ) =max[x n・1.β SX n t ( d x n Ix -l)] = X n再 1
以上の連立方程式は、最後の行の式からその結果をその前回式に代入することで、
次々と 1期間問題に還元することができるロしたがってx~は n 期間問題において
も最適な立木価値水準を表している。一方、 xE B Cについては、少なくとも来期
に伐採を延長することが最適伐採方策となる。以上から、最適立木価値水準を示
す最適利得関数は、
x ~主 X 本の時、 H(x)=x ，
-40 -




価値水準は VTX(1ー β)=βμ(VT:r)を満たす。 β=(1+t)“1を代入して、こ












xEBC={x xく X !I:) = {x X くβ!yt(dyI x)} 
であるロしたがって、
β!H(y)t(dY I x)~!y ど (dy I x)>x 





















率アプローチ(例えば桐谷(1986)第 8章や酒井(1982)第 6章第 2節を参照のこと)
から造林投資時点での最適伐期齢を数値的に求めている。また、 Bhat t acharyya 
































































































まず、森林資源とその遷移を表現しようロ時点を非負の整数 t=O.1. 2.... 
で表す白次に t時点、での、林齢 i以上 i+ 1未満の森林の面積を非負の実数 X I t 
で表す o林齢はそれを無限のものと考えるか有限とするかという問題があるが、
ここでは有限とし、 i=O.1.・・・.Nとする o ここで i= 0は造林したての森林
白林齢である白他方、 Nは次のような性質を持つ十分に大きな林齢であるロすな
わち、林齢N以上の森林は林齢に関わらず同じだけ育林投入しか必要とせず、ま
たその利用材積も等しい o このとき N林齢の森林と N+l林齢以上の森林を区別
する必要はなく、 N以上白林齢をすべてN林齢として扱ってよい。
以上から t時点の異齢林の資源状態はN+1次非負列ベクトル
X t= t(XOt. X 1t. X2t. •... XNtl 
で表される(上式右辺の右肩白 tは転置記号である)白また、計画時点(t = 0) 
の資額状態を所与として X0= X 0;;で表すb
t時点で林齢 iの森林を伐採するとき、その面積を C1 tで表現することにする。
すると t時点でのさまざまな林齢の森林の伐採はN+l次非負列ベクトル
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A X t-l-B X t 孟 Ct~ 日 t = 1 .2.・
















πt=πd C t. X d 
で表される。さらに伐採面積が森林資額構成の変化から一意的に定まるとすれば、







max I. t = 1πdXt-l， xd 
subject to x 0= x 0"， X t~ (]I， A X t-l-B x t~ 0， 




























そして個々の一斉林 iにお廿る利潤の現在価値の総和をπdOdで表す o ここで
φiは第 i林分でとられる政策を表している oすべての一斉林から得られる総利潤
n 
を日で表せば、日 =L 1= 1π1である o このとき、もし
a 7&1/ a o J= 0 for a11 i. j (i '*j ) 
ならば、異齢林は個々の一斉林に分解して考察することができ、
n 



















































齢の満たすべき条件は、 Faustmannの伐期齢の 1陪の条件と伺 Uである白










































( 1 ) 瞬間的利子率
瞬間的利子率は、単位時聞を無限小としたときの利子率の極限として与えられ
るロこのことを示すと次のようになる D 離散的な時聞を例えば 1年を単位として
考え、その利子率を tとする。 t年後にある投資プロジェクトから R円の利潤が
得られるとすれば、その現在価値PVは
PV=R(1+l)-t 
である oここで l (> 0 )は 1年あたり利子率である。さて、時聞の単位を 1/
m年とし、対応する利子串を r/mで表すことにする oすなわち、
PV=R(1 + l )-t=R(1 + r/m)-mt 
である。ここで単位時閣を無限小にするm司∞を考える o r/m=(1+t)lノm
lより m→∞では r/m→Oとなることに注意すると、
PV回 1imm→∞R {1 + r / m } -mt = 1im m/ r .∞R [{ 1 + r /m)m/rrrt 
=Re ・・rt








A u + 0 a1. Opu-a+・・・ー c1. Opu 
Bu= - V 
1. Opu-1 
ここで、 Bu:土地期望価、 Au:主伐収入、 Da:a林齢における間伐収入、 c
造林費、 V:管理資本、 o.OP :利子事である。
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一方、本章第2節ではFaustmann式は改のように定式化されていた。
V (T) = [p f (T) e -rT -W L ]/ (1 -e -rT) 




B (T) = [p f (T) -w L e rT]/ ( e rT -1 ) 
= [p f (T) e -rT -W L ] / (1 -e -rT) = V (T) 
と、両式が一致することがわかる白







1. Oqn= (AT+n+ B u+ V)/(AT+ B u+ V) 
ここでO.Oqが指率である。 Tは現在の諜林の林齢を示し、 T+nは伐期齢を示す。
森林が最適伐期齢に至っているかどうかを判断するために、指率は市場利子率




にn= T F'一 Tとしており、この限られたケースについてのみ、 Presslerの指率を
考察しているロまずこの暖昧な点を連続型モデルを用いることで明らかにしよう。
連続型モデルでのPresslerの指率をwとすると、上の恒等式は、
[p f (T+ n)+V(TF')]/[p f (T)+V(TF')]= enw 
と表される。上式の両辺に対数をとれば、その指率は
w = 110g[ p f (T + n ) + V (T~)] ー log[p f (T)+V(T勺)}/n
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と定義される。ここで横軸に林齢、縦軸に対数日盛りで純収入をとり、
w = 1 og [p f (T) + V (T ')] 
を描こうロ Wの1次微分係数は
W= p f (T)/[p f (T)+V(TF)]>日
であり、 T= TFではw=r (Faustmann式の 1階の条件より)ロまた、 2次微分
係数は





もし、ある n (> 0 )でw>rとなるならば森林は伐採されるべきではないロ

































。=1 og [p f (T) + V (T)] 








Q 主 W for T孟Tmin(等号はT= TF) 







TFで最大値をとり、やがて単調減少することを意味している o したがってその l
次徴分係数
V (T ) = {p f -r (p f (T) + V (T ) ]) • [e -rT / 1 -e -rT] 
は、
V(T)>O if Tmln亘T<TF
V(T)=O if T=TF 
V(T)くo if T F< T 
である D したがって、次式で定義される指率κ(T)が導かれる。すなわち、















@ 実現主義の資本利得税 (capitalgains tax on a realization basis)は、
最適伐期齢に影響を与えない。
@ 発生主義の資本利得税 (capitalgains tax on an accrual basis)は、最適
伐期齢を短くする o




















任意のxE Rn、x モRn及びOく λく lであるすべての λIこ対して、




x E R n上で定義された 1回偏微分可能な関数 f(x )は、




f (x )は凸集合X上で定義された厳密な凹閑散であるとする o このとき f(xつ
がXでの極大値ならば、 f(x勺は一意な最大値である。
証明:
X lが最大をもたらさないとするロこのときある X X:fXh xEXが存在して
f(x)>f(xつである。したがって任意の 0<λ<1に対して、
f [λx:r+ (1 -λ)x]>λf (x :r) + ( 1一λ)f(X)>f(xl)
が成立するロここでλを 1に近づけると、上式が f(xつが極大値であることに矛
盾していることがわかるロまた、 x <:f: xつもまた最大値をとるとし、 f(x ) = 
f (xっとすると、









f(XO+sx)く f(x 0) + (a f (x 0) / a x ) s x 
一方、 f(x )をxOの近傍でテーラー展開すれば
f (x 0 + s x ) = f(x 0) + (a f (x 0) / a x ) s x + ( 1 / 2 ) t s x H f s x 
したがって、 tsXHfsXくo0 すなわち、 Hfは負値定符号行列である。特に f

























検討する最適伐期齢は、材積最大の伐期齢 (TA) 、最大持続収穫の伐期齢(TG) 、
森林純収穫の伐期齢 (TN) 、Faustmannの伐期齢 (TF)、Bouldingの伐期齢(



































① 材積最大の伐期齢 (TA) 
材積最大の伐期齢とは、収種できる木材の畳を最大にする伐期齢である白した
がって問題は











@ 最大持続収穫の伐期齢 (TG) 
最大持続収穫 (MS Y : maximum sustainable yield)のルールでは、森林から
得られる物的な平均生産量を最大にする伐期齢を最適伐期齢とする。最適伐期齢
をTcとすると、
max f (T)/T subject to T孟Trn1 n 
であり、これより 1階の条件は




森林純収穫 (NM S Y : netmaximum suslainable yield)のルールでは、森林
から得られる収入から費用(ただし利子率で按利計算しないそれ)を差し引いた
も白の平均値、すなわち森林買租(F R : forest rent)を最大にする伐期齢を最
適伐期齢とする白定式化すると、
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max{FR=[P f (T)-wL]/T; subject to T孟Tmin}
であり、 FRをTで微分すると
F R = ( p / T 2){ f (T)ー [f (T)ー (W/ p) L]} 
である。したがって 1階の条件は、
T f (T)ー f(T ) + (W / p ) L = 0 
と表されるロこの条件を
P f (T)一 [pf (T) -w L]/ T = 0 








max{V=[p f (T) e-rT-wL]/(I -e-rT); subject to T~Tmln} 
と表される(第 l章を参照のこと) 0 vをTで微分すると









p f (T) exp (-p T) = w L 
上式を pについて解くと問題は
max{ρ= [Iog p f (T)ー logwL]/T;subject to T~Tmln) 
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と表される口 ρの1次微分は
p={f (T)/f (T)】[logpf (T)ー logwL]} /T 







@ Fi sherの伐期齢 (TH) 
Fisherのルールは、 l回の収穫における利調の現在価値を最大にする伐期齢を
最適伐期齢とする。利潤の現在価値を PVで表すと、問題は
max { P V = p f (T) e -r1・-wL; subject to T~Tmin} 
と定式化されるロ 1階の条件は、
d P V / d T = p [ f(T) - r f (T)] e -rT 
より、








最適伐期齢の l階の条件を見ると、材積最大の伐期齢 (TA) 、最大持続収穫の
伐期齢(Tc) 、Fi sherの伐期齢 (TH) は、立木価格と賃金率が変化しでもその
影響を受けないことがわかる。一方、森林純収樺の伐期齢 (T1'1)、 Faustmannの
伐期齢 (TF) 、そしてBouldingの伐期齢 (T6)は立木価格と賃金率の水準に応
-64“ 
じてその最適伐期齢が変化する白しかし、えを任意の正定数として(3 )、 (4 )、













( 1 ) 材積最大、最大持続収穫、森林純収穫の最適伐期齢白比較
森林純収穫の伐期齢の l階の条件(3 )を Pを用いて再記すれば
T f (T)ー f(T)+L/P=O (7) 
である o これを最適伐期齢TNとPとの陰関数と見なして全微分すると、
[ f N+ T N f 1'1-f N] d T N+ (ー L/ P 2)d P = 0 
である(ここで f1'1= f (T N)。また、ダブルドットは 2次微分係数を表すロ以下
同じ)。変形して
d T 1'1/ d P = L / [T 1' f NP 2] = (+ ) / (ー )くo (8 ) 
を得る D これより TNは相対立木価格Pの単調減少関数であることがわかるロさら
にP→∞を考えれば、 ( 7 )が(2 )に一致することがわかる。以上から Pく∞
ではTN>TGであり、 P→∞でTNはTGに収束する。
ところで、最大化された森林貢祖を




d F R N/ d P = a F R 1'1/ a P = f 1'1/ T N> 0 
を得る。この式は相対立木価格が下落すると、 FRNが誠少することを示している。
したがって、 FRN= 0となるある相対立木価格pJ、Ifninが存在するロ Pく PNrn 1 nで
は最大化された森林貢租はマイナスとなり、いかなる伐期齢でも(複利計算しな
い)造育林費用を賄えなくなることに気付かれたいo したがって、 Pく pNm1nで
は、森林純収穫を決定ルールとする森林所有者は、造育林投資を行わなくなるロ
さらに FRN= 0を相対立木価格について解けば
pNmln=min[L/ f 1'] 
であり、この等式を l階D条件(7 )に代入すれば f(TN) = 0。したがって p=
P Nm1nで、 TNはTA (利用材積最大の伐期齢)に一致する。以上をまとめると、
TG< TN亘TA for pNmln亘P<∞(9 ) 
となる白











[p f (T) + V 0] ex p (-p T) = L + V 0 
を満たし、 Bouldingの伐期齢は次のように定式化される。
max(ρ= 1og [P f (T) + V 0]ー 1og (L + V o)} / T) 
その l階の条件は
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( 1 0 ) 
(1 1 ) 
P f (T) -p [P f (T) + V 0] = 0 
であるロ ( 1 2)をTsとVoの陰関数と見なして全微分すれば
0= {Pfsー (ap/a TB)[P f B+ Vo]ー ρPi s}d T B 
一[(ap/a Vo}{P f B+VO)+ p] d Vo 
ここで fB= f (T B)である。
(1 2)より Bρ/a TB= 0ロまた(1 0) 、 (11) より
a p / a V 0= [( P f B+ V 0)ー 1_(L + Vo)-l]/TB 
= [1ー (PfB+VO)/(L+Vo)]/[TB(P fB+VO)] 
=[l-exp(p TB)]/[TB(P f B+VO)] 
であることに注意すると
d T B/ d V 0 = [pT B + 1 -exp (p T B)] / [ T B P ( f B -P f B)] 
( 1 2 ) 
を得る o ここで分母に注目すると TB亘TAでは、成長関数 fの仮定により負であ
る(後に TB亘TF豆TN亘TAであることが証明される) 0 一方、分子については
exp(ρT B)をマクローリン展開すると、
exp (ρTs)= 1 +p TB+(P TB)2/2 +・・・+(p T B) n / (n ! ) +・・
>l+pTB 
であり、したがって分子は負である(厳密な不等式は p~r>O で成立する o 内
部収益事が少なくとも利子率と等しくなければ、 Bouldingのルールにしたがう森
林所有者は造育林投資を行わなくなることに気付かれたい〉。以上から、
d TB/ d VO= (ー )/(ー )> 0 
であるロすなわち VOの減少にともなって TBは棋少する o
さて VFをFaustmannの伐期齢(T F) に対応する林地の機会費用とするロはじめ
に VF~ 0とするロ第 1章で明らかにしたように Vo=VFならばTB=T Fである。
一方、 Bouldingのルールでは林地価格は考慮されないから Vo=0 (孟 VF)であ
る白 TBは Voの単調増加関数だから、 TB~ TFを得る。すなわちBouldingの伐期
齢はFaustmannの伐期齢より小さくなる o
次に VFく Oの場合について考えようロこのとき
max [P f (T) e -rT - L ] < 0 ( 1 3 ) 
あるいは
max[ P f (T )e-rT]く L
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が成立するロ ( 5 )より L=Pf(T)exp(ー ρT)であり、したがって
P f (T) e-rTく Pf (T) exp (-p T) for any T 






max (PV=[P f (T)+Vo]e-rT-{L+Vo)) 
最適伐期齢の 1階の条件は
P f (T) -r [P f (T) + V 0] = 0 
である。上式をVoとTHの陰関数と考えて全微分すると
(P f H-r P f H) d T H-r d V 0 = 0 
ここで fH= f (T H)である。したがって、
d T H/ d V 0 = r / (P f H -r P f H) = ( + ) / (ー )く O
である。これより Voが減少するのにともなってTHは大きくなることがわかる。
( 1 3 )に示されているようにVFく OではmaxP Vく Oであり、 Fisherのルール
にしたがう森林所有者は造育林投資を行わない。したがって、造育林投資が行わ






TB~ Tp壬TH for (P. r ) E(P. r I V F ( P.r ) ;孟o} 
と表される(等号はVp=0のとき) 0 
( 1 4 ) 











条件(1 )、 ( 2 )から明らかである〉。森林純収穫の伐期齢については、相対
立木価格の上昇によって TNは小さくなることが、既に示されている((8) を参






一 (Pf F+ V F+ r d V F/ d r) d r 
である(f Fは f(T F)を表す〉ロ
T= TFでは dV f/d TF= 0であり、したがってTF亘TAを仮定すると(後に
TF孟TN亘TAであることが証明される〉、生産関数 fについての仮定から dTf 
の係数部分は負となることがわかる。一方、 drの係数部分については、
dVF/dr=ー (Pf F+VF) (TFexp(-r TF)/[l -exp(ー rTF))} 
を利用して、
exp ( r T f)ー (1+rTF)
P f F+ V F+ r d V F'/ d r = (Pf F+ V F) 
exp(rTF)ー 1
( 1 5 ) 
と変形できる o r T F> 0で、 exp(rTF)ー 1> 0ロまた、マクローリン展開を利
用すると
ex p ( r T F) = 1 + r T F + ( r T F)2/ 2 +・・・ +(rTF)n/(n !)+・・・
>l+rTF 
だから、 exp(rTF)ー (1+ r T F) > 0であるロしたがって drの係数部分は正と
なる。以上から、
四 69-
dTF/dr=(+)/(一)く O ( 1 6) 
となり、利子率の上昇はTfを小さくすることがわかる白
ところで包絡線定理と (15)より、
d V F/ d r = a V F/ a r 
冨司 TF(Pf f+VF)exp(ー rT F) / [1 -exp (-r T F)] 
くo ( 1 7 ) 
であることがわかる白このことは、無限の将来にわたり林地から得られる利潤の
現在価値の総和(VF)が rの上昇に伴って減少することを示す。したがって Vf





考えれば、 r= r f rnaxではTB、THそしてTFの3つの最適伐期齢は一致すること
がわかる。また、この場合の内部収益率はp= r F ma.xである(前章を参照のこと)。
すなわち rF rnaxは得られる最大の内部収益率を表しているロ
Bouldingの伐期齢の 1階の条件{5 )は、利子率の変化が伐期齢TBに彫響を及
ぼさないことを表しているロしかし、もし r> r f rnax(= p )ならば、 Boulding
のルールにしたがう森林所有者もまた造育林投資を行わないロなぜなら、労働投
入Lを他の投資対象に投じることでより高い収益率 r(> p) を実現することが
できるからであるロ




d P V H/ d r = a P V H/ a r =ー THPf Hexp(ー rTH)く O
となる(ここで fH= f (T H)である)ロすなわち PVHはrの減少閑散であるロし
たがって r> r Fのとき、 PVHはマイナスとなるから、 rF ma.x はFisherのルール
にしたがって造育林投資が行われる最大の利子率でもあることがわかる白





r Fmax= [1ogP f (Ts)ー logL]/Ts
である o
さて今度は利子率が小さくなる場合について検討しようロ ( 1 6 )より rが小
さくなるとFaustmannの伐期齢TFは大きくなるロそこで r→ 00)時、 TFはどのよ
うになるかを検討しよう o
TFの1階の条件 (4)を変形して次式を得るロ
f F= r ([1 -exp(-r TF)] f F+ f FeXp(-r TF)}/[l -exp(ー rTp)) 
= r (f F-L/P)/[1 -exp(-r TF)] 
上式右辺に r= 0を代入すると分子分母が0となる(不定形〉から、ロピクルの
定理(1・Hospital's rule)を適用するロすなわち、
1im r →OfF=limr司o( f FーL/ P ) / [ T Fe X p (-r T F)] 
=(fF-L/P)/TF 
したがって、 r→ Oで
T F f F-f F+ L / P = 0 ( 1 8 ) 
である。得られた (18) と森林純収穫の伐期齢の 1階の条件(2 )を比較する
と、 r-OでTFはTNIこ収束することがわかる。さらに、 TFがrの単調減少閑数
であることと第 3節での結果を思い出せば、 r>Oでは




o = [P f F-r (p f F+ a VF/δTF)] d TF 
+ ( f F -r [ f Fexp(ー rTF)]/[ 1 -exp(ー rTF)]}dP
したがって
f Fexp(ー rT F)ー L r L 
f F-r [ f F+ ー]一
dTF l-exp(-rTF) l-exp(ー rT p) 
一一一一
P f F-r P f F d P 
? ??，
?




一方、 Pの下落に伴ってTFは次第に大きくなる。ここで dVF/ d Pを考える
と、
d V F / d P = 0V F / a P = f Fe xp (-r T F)/ [ 1 -expト rTF)]>O




P = P F mlnでは VF=0となるので、 r=rFmuの場合について行った考案がこ
こでもあてはまる。すなわち P=pFmlnでは、 VF'=VB=VHであるロまた、この
とき PVH= 0である o ここで PVHをTHとPの関数と見なすと
P VH= P V [TH(P}， P] 
であり、 Pで微分すれば
d P V H/ d P = a P V H/ a P = f Hexp( -r T H)> 0 
となるロすなわち PVHはPの増加関数であり、 Pく PFm1nの時 PVHく 0となる o
FisherOJ伐期齢は、 l階の条件(6 )からわかるように Pの水準には依存しない
が、 Pく PF mlnでは利潤の現在価値はマイナスとなるので、この決定ルールにし
たがう森林所有者は造育林投資を行わなくなる。 PFm1nはFi sherのルールにした
がって造育林投資が行われる最小の相対立木価格であるといえる。
ところで P田 PFm1nでは林地の機会費用がゼロであり、 TF'=TB、そしてp=
rである(第 l章を参照のこと)ロここで、 Bouldingの伐期齢に対応する最大内
部収益率を PBで表し、これを TBとPの関数と見なす oすなわち
ρS=p[TB(P).P] 
これを Pで微分すると、
d P B/ d P = 0P B/ a P = 1 / (T 8 P ) > 0
であり、 PBはPの単調増加関数であることがわかる。 p= pFm1nでp=rだから、
Pく PF mlnではpく rとなるロすなわち、相対立木価格が PFm1nより小さくなる
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ならば、 Bouldingの決定ルールlこしたがう森林所有者は造育林投資を行わないロ
なぜなら造育林投資Lを銀行lこ預けることで、より大きな収益率 r (> P B)を実
現することができるからである。したがって、 pFminはBouldingのルールにした
がって造育林投資が行われる最小白相対立木価格でもあることがわかる E
以上をまとめればP胃 pFE叫 nでTF=TB= THであり、 Pく PF minのとき、これ
ら3つの決定ルールにしたがう森林所有者はいずれも造育林投資を行わない。な
おPFm1nは、 Fisherの伐期齢を用いて、 PVH= 0より、




Bouldingの伐期鶴自 1階の条件(5 )を TBとPの陰関数と見なして全微分する
と、
( f B -P f B) d T B + (-f B/ p T B) d p = 0 
よって、






次にFisherの伐期齢の l階の条件(6 )を THとrの陰関数と見なして全微分す
ると
( f H -r f H) d T H -f H d r = 0 
であり、
d T H/ d r = i H/ ( i-H -r f H) = (+) / (ー )< 0 
となる。すなわち THは利子率の単調描少閑散である a利子率の上昇iこともなって
THは小さくなるが、 r> r F maxでは造育林投資が行われず r= r F m.:.^に対応する
最適伐期齢がとりうる最小の伐期齢となるロまた r= 0を(6 )に代入すると、
f H= 0 = f (T A) 
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期齢の大小関係は、 TF亘TN、 TH~ TAである o ここでFaustmannの伐期齢につい
てみると、最大持続収種の伐期齢との大小関係は、相対立木価格と利子率の水準
によって変化するロ同様にBouldingの伐期齢もまた、相対立木価格の変化によっ












pNm叫hはln=min[L/f (T)汀]豆 L/f(TH叫)く [L/t(TH叫)]ex叩p(υrTH叫)]= P Fr町r
であるロまた rが大きくなれば、 PFm1nも上昇することになる。このことは、
d P F ml n/ d r = (ap F ml. n/ a T H) ( d T H/ d r ) + ap F mln/ a r 
= [(r f H-i H)exp(r TH) L/ f H2](d TH/d r) 
+ T Hexp (r T H) L / f H 
=O+THpFm1n>O 













1 rF max 1--一
TH 
TF 





ールlこしたがって造育林投資が行われる最大の利子率 rF maxは、 Bouldingの伐期
齢に対応する最大内部収益事に一致する o したがって





















































































































































































明される o そのような伐期齢として、ここではFaustmannの伐期齢 (TF) を取り
上げよう o
さて、法正林中の任意の i林齢林分(iくTF)を考察白対裂とするロこの林分
は予定では U- i年後に販売され、 qf (U)/Uの収入を森林所有者は得る。こ
の計画を原計画と呼ぶことにしよう。一方、代替的な計画としてFaustmannの伐期








りに TF-i時点で、 qf(u)/uに加えて qf (TF)/Uの収入が、得られるこ
とである。この追加的な収入は、その時点で利用せずに u- i時点 (u-TF年後〉
で利用することにしようロすると U ー i時点でこの収入は〈鎮行に預けるか他の
投資対象に投資されることによって)、
[q f (TF)/U]eXp[r(uー TF)] 




[q f (T F) / u ] ex p [ r (u-T F) ] > q f (u) / u 
ならば、新計画の収入の流列は Uー i時点で原計画よりも大きく、他の時点で同
じとなる。すなわち新計画はより大きな消費可能集合を持つことになり、したが
って伐期齢 U は最適伐期齢ではないことになる D ここで上白不等式の両辺から U
を消去し、対数をとれば
logq f (u)く 10gqf (TF)+r(u-TF) 
である。一方、 Faustmannの伐期齢の 1階の条件(4 )により T~ TFでは、




































































































































































































さて、時間 (T) と労働 (L)を生産投入要素とし、実質賃金率をパラメータ
ーとするある利潤関数〈π〉を考える o πは非負の (T，L)上で定義された、連続
微分可能で厳密な凹関数であるとする白
ここで所与の実質賃金率 (ω)の下で利潤 (π 〉を最大化する問題を考えよう白
すなわち、
max 1t (T ， L ;ω) subject to (T， L);量。
最適解の 1階の条件は、解を内点解に限れば、
7!T= O. 1tL= 0 
である〈ここでπzはon-/oxを示す 0"また 02π/oxoyをπy.vで示すこと
とする。以下同じ) 0 
最適解の 2階の条件は、 l階の条件を満たす (T"， L ")で不等式、
I T" I 
(TぺL勺Hπ く O
I L" I 
が成立することである〈ここで*は 1階の条件を満たすことを示し、 Hπ はπの
ヘッセ行列を示す。以下同じ) 0 πは厳密な凹関数であり、そのへ '1セ行列は負
値定符号となる(第 1章補論 3.を参照)から、 2階の条件は常に成立している。
すなわち任意の(T，L)>Oに対して
I T I 
(T，L)Hπ1<0 
I L I 
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? ? ? ?
である。なお、このことはヘッセ行列の成分に次の不等式が成立していることと
同値である。
1t TT< 0， 1t LLく 0，I H 1t I = 1t TT 1t LL -1t TL 2 > 0 
さて、先に得られた 1階の条件を全微分すると、実質賃金率ωと最適要素投入
量TヘLXが満たす関保を得ることができる。すなわち、













となる。さらにこの非斉次方程式を dT耳/dω、dL :t/d ωについて解けば、
IHn-I*oより解は一意的に定まり、
、? ??? ?， ， 、 、
、? ? ? ? ? ?
????













? ? ? ?
? 、








に依存する。そこで最適解T:C， L ~白関数 T 、 A を次のように定義しよう o
T (T '. L勺=n-LL n-Tωー πTL1t Lω 
A(T写.Lつ=n-TLπTωーππ1:LlIJ 
T、Aを用いれば dT:t/d ω、dL '/d ωの符号に閲して次の命題を得るロ
[命題 1] 
π(T. L ;ω)がT，L に閲して厳密な凹関数であり、所与のωに対して πを最
-92 -
この時、大化する TヘL'の関数T、Aが上述のように定義されているとする。






[一 πω)7rTωl (ー πLω，πTω)H 7r
左辺を展開し、 T、Aを代入すると
















d π￥/d ωを求める白 Zを最大化する (T'，L")では、 1階の条件πT=K L= 0 
が成立していることを思い出せば、












である(包絡線定理)。さらに d2π 写/dω2を求める。等式(1 )を考慮すると
d21r" d d7t事|
d ω2 d ωd ω| 
= 1rTωdT写/dω+πLωd L "/d ω+πωω 
(dT/dω) = (n T/O， 7l Lω) +πωω 
d L :r/d ω 
[叶=ー (πTω，πLω)Hπ ー +πωωπL ω 
Hnは負値定符号であったロ負値定符号行列の逆行列もまた負値定符号行列で
ある〈西村和雄(1982)第3章定理4. 2)から、結局次の不等式が成立するロ









































































































T = (L茸 fLL+ T軍 fTd T-3 
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(1+6.L/L勺/(1 + d.T / T ')く 1
われわれは解を内点解に限定しているから、d.T>ー TXであることに注意しよ

























π= v = l': 1 = 1 [( f e -rTー ωL) e -(1-1) rTJ 
= (f e -rT_ωL ) (1 -e -rT) -1 
ここでπTω、7tLωを求めると
πTω= r L e rT( e rT -1 ) -2 > 0 




T=(erT-l)ー 1[ f LL 7tTω一 (fTL-r f dπLω] 
A = (e rT -1 )圃 1[ ( f TL -r f Ll7t Tωー(f TT-r f T)πLω] 
となるが、 fTL-rfLの符号が確定できないために、 T、Aの符号は不明である o
さらに dπ事/dω、πωωを求めると








d.T={dT/d ω)d. ω 
が成立することに注意する白この時、実質賃金率の上昇Aωに対する dπ/d ω 
の分母の変化6.(1 -e -rT)は
企 (1- e -rT) = [d (1 -e -rT) / d ωJ6. ω 
= r e -rt ( d T / d ω)d. ω= r e -rT d. T 




(1 -e -rT) + r e -rT s T 1 -e -rT 
変形すると
l+sL/L 
[1 + r T ( erT -1 )-1 • s T / T]
く l
e rTをマクローリン展開すればrT ( erT -1 )-1く 1であることが容易にわかる。
またsT>ー Tだから、上の不等式の左辺分母は正であり、
sL/Lく[rT / ( e rT-1 )]( s T / T ) 
を得る o ここでsT>OO)場合、すなわち最適伐期齢が上昇するケースを考える
と不等式








( 3 ) Bouldingのルール
Bouldingのルールは次の恒等式で定義される内部収益事p四最大化を要求するロ
π= p = T-11og[ f /(ωL )] 
これより








1! T= ( f T/ f X -P X) Tトヨ=0
を利用して、




( 4) F isherのルール
Fi sherのルールは、 l回だけの植伐において得られる利潤白現在価値PVを最
大化することを要求する白 PVは次のように定義される司
















































































































































U1=U1(X.Q}， i=l， 2， ・・・‘ n
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で表す白ここで iは経済主体を区別する添え字である。またxは財の消費量を示

























凸というのは、同じ効用水準上の 2点A、B (A点は第 1財に消費が片寄ってお




























































されるロこれは図では (Q事 I 1 ;)で示されているロここでQ:fは伐採されずに残さ















効用水準を示すロ任意の第 i番目 (i=1，2，・・・， n)の経済主体の効用
関数は U i=U1(X，Q)で表される D 被が消費に充てることのできる所得を 1iで
表し、 11は森林のストック量とは独立で一定であるとして、こ由経済主体の効用
の無差別曲綿をQ-1平面上に描くことを考える。考察の対象となっている森林
































準に設定し、限界支払い意志額をMWTp1(margenal willingness to pay)で表す。
このとき、上の定義によりMWTp1は次の恒等式を満たしているロ
(d u b/d Q)-MWTpl(d u b/d 1)= 0 for i = 1， 2. ・・・ n
ここで U1"は上で設定した効用水準であり、正確には制約条件付き最大化問題
max u 1 (X ， Qつsubject to 1 1 -P X ~ 0 for i = 1， 2 J ・・・ n
を解くことで得られる効用水準を表しているロこの効用水準は間接効用関数を用
いれば Ub=V1(Ql，Iりであり、上の恒等式は次の等式に書き直される白
MWTP 1 = V 1 :C Q/v 1￥ for = 1. 2， ・・・ n
さらに間接効用関数を効用水準を保ちながら全撤分すると(間接効用関数が全微
分可能であることは補論で証明される〉
d v 1事=0 = V 1 tQ d Q + v 1 t t d 1 1 
だから、これを上の等式に代入すれば
MWTP 1 = -d 1 1/ d Q > 0 ( 2 ) 
を得る。(2 )の dl1/dQは、効用水準 U1"を満たす無差別曲綜上での微分で
あることに注意しよう。したがって、森林ストック量Q (> Q %)における限界支






dMWTpl/dQくo for i = 1， 2. . • " I n ( 3 ) 
である。また、森林のストック量がQ市3らQ・に変化するとき第 i番目の経済主
体が支払ってもよいと考える総金額(支払い意志額;WTP 1) は










MWTP = L 1 = 1MWTP 1 
Q' 
WTP = L 1 ~1 MWTP 1 = S Q"[L 1 ~1 MWT P 1]d Q 
( 4 ) 
( 5 ) 
図4-4の右下がりの曲綿は、 ( 4 )で示された総限界支払い意志額を表した
ものである。この曲謀を支払い意志額曲緯と呼ぶことにするロある森林ストック
量 Q・に対する総支払い意志額は、 ( 5 )の最後の辺に示された積分の式によって
区間[QヘQ']におけるこの曲線の下側の領域の面積で表されることがわかるロ
以上の限界支払い意志額に関する考察は、森林所有者についても当てはまる D
ただし、森林所有者の所得は I国 R+ P (Q存-Q) と表されるので、森林のスト
ック量が限界的に 1単位増加すると、森林所有者の所得はPだけ失われることに







MWTA = P + d 1 / d Q
と表されることが予想される白この予想が正しいことを以下で導こう。
限界補償受容額の定義により次の恒等式が成立する。
(d U f / d Q) + MWTA ( d U "/ d 1 ) =0 ( 6 ) 
ここでU"は森林のストック量QXで得られる最大の効用水準を表している白間接
効用関数を用いればU'"は、












である。以上の 3つの等式を(6 )に代入し、 MWTAについて解けば
MWTA= (P • V勺-V'Q)/V奪I=P-V'Q/V勺=P+dI/dQ
を得る白
第 2節での考察により、 Q= Q!fではMWTA= P + d 1 / d Q = 0である。また、
d I/d Qは効用の無差別曲親の接線であり、無差別曲線は Qの厳密な凸関数な
ので













者の最適森林利用、すなわち Q田 Q!fの森林ストック量について考察する o Q = Q 
事では森林のストック量が限界的に l単位増えるとき、人々が森林所有者に支払っ
てもよいと考える額と、森林所有者が補償してほしいと考える額との聞には
MWTP> 0 = MWTA 
の関係があるロしたがって森林のストック量を限界的に l単位増加させることで、
社会全体で



























max (WTP-WTA)=max !Q，(MWTP-MWTA)dQ subject to Q"豆Q豆Ql1'
最適解が内点解の場合には上の式を Qで徴分することで、森林の社会的最適スト
ック量が満たすべき条件


































































R+PQ# ~ 門プ、ミと~ B 



































I=R+P(Q宇一 Q)+ Q P S= R + P Q宇一 (P_ P S)Q 
これを森林所有者の間接効用関数V(Q，I)に代入すれば
V(Q.I)=V[Q.R+PQ宰ー (P_ P S)Q] 
であるロここで予算制約綜は、補助金の価額に関わらず、 I切片(O.R+PQ勺
を通ることに注意しておこう D さて、最適解が内点解の場合、森林所有者の最適
( 1 0 ) 
森林ストック量は上式を Qで撒分して 0とおくことで、
P -p8= VQ/V 1 
と表されるロしたがって、補助金pSによって到達可能な最大の効用水準を VP5と
すると、最適な補助金価額の満たすべき条件は、 Q= QSで
P -P S= v PSQ/V P81 、 、 ， ，??? ?????，?、 、
が成立することである。ここでVPSを効用水準をとどめたまま全微分すれば、
d V PS= 0 = V PSQ d Q + V ?81 d 1 
であり、これより
ー (P-p5)=dI/dQ (Q=Q5) ( 1 2 ) 
を得る。以上、 ( 1 0 )と(1 2)の2つの等式は、新しい予算制約線が I切片
(0. R + P Q~) を通り、 Q= QSで効用の無差別曲掠と接することを要求している白
次に第2の制約について考察するロこの制約はWTA/QS~ P 5壬WTP/QSと変形
される D Q = QSとし、この不等式を予算制約式(1 0 )に代入すると、
R+PQ:t_PQS豆 1(Q 5) ;亘 R+P Q #ー PQS+WTP ( 1 3 ) 
である o予算制約緯が常に I切片(0• R + P Q #)を通ることを考慮すれば、第2





のできる最大の効用水準と最小の効用水準が、それぞれVma.x， V ml nで示されて
いる o さて、この図では有効な補助金政策が存在するように(都合よく)描かれ
ている o しかし実際には、このような補助金政策は存在しないかもしれない。な





O Q* QS Q# 
図 4-6補助金政策
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トック量 (QB)を、 A点の森林ストック量 (Qつよりも大きくするロただし、
代替効果による森林のストック量の増加の大きさ (QB_Q:r)は、森林所有者の























1 = R + ( P + T P) (Q <rー Q)+ P sQ 
= [R + ( P + T P) Q 勺ー (P+ T P-P S) Q 
=α ー βQ ( 1 4) 











































































Q = QSで、ある効用の無差別曲線上と接していなければならない o一方、利用規









































n次元ユークリッド空間白集合Yに属する任意の 2点X，Y と 0 亘 α~1 なる
任意の αについて、 αx+(1 -α) y E yが成り立っときYを凸集合という。
(定義:厳密な単調増加準凹関数〉
a次元非負ユークリッド空間の凸部分集合Y上で定義された実数値関数 f(y) 
が、厳密な単調増加準凹関数であるとは、任意の y、y・を Yと実数α(0く αく
1 )に対して
y・:2:yならば f(y・)>f(y) ・・・単調増加性




f (y‘)孟 f(y )ならばVf(y)(y'-y)>O 厳密な準凹性
ここでVf (y)は、 yにおける関数 fの偏微係数よりなる n改行ベクトルであ
り、 Vf=af/ayである oV fは勾配ベクトルと呼ばれるロその意味は、 y
において最も勾配白大きな方向に、 Vfは向いているためである。 yの微小な変
化 dY (n次列ベクトル)を考え、 dYとVfとの角度を0として、 fを全微分
すると
df=Vf ・dy = I V f I I d Y I cos (] 
と表される。したがって、 df/ldylが最大となるのはcos(] = 1のとき、す
なわちVfとdYの向きが一致するときであるロ以上からV fが最も勾配の大き
-133 -
な方向に向いていることがわかる。なお fを一定(f = f勺とし、そのような f
を与える任意のyをy= y#で表して、全徴分すると








証明 f(y つが極大値であるとし、しかし y~は最大値をもたらさないとするロ
このとき y'E yOが存在して f(y・)> f (y勺であるロさらに任意の Oく α<1 
を満たす αに対して、 f(αy写+(1ー α)y・)> f (y つが成立する。 yOは凸集




f (y")を満たすy"E yOが存在する D しかし、厳密な準凹関数であるという仮定




平面とする。すなわち、 y0= {y E y I V f (y 0) (y -y 0) ~ 0 }である。この
とき、問題




証明:f (y )孟 f(y 0)となる yEyが存在すると仮定すると、厳密な準凹関数
の定義から、 f(y )孟 f(y 0)ならばVf (y 0) (y -y 0) > 0となり、 yEyに矛
盾する。したがって yOは一意的な最適解であるロ
逆に任意の yOで一意な最大値をとるとき、 f(y )孟 f(y 0)を満たす任意の y













max U (X • Q) subj ec t to 1 -p x ~ 0 
これは最大値を求める問題なので、任意の(Q.1 )孟 Oに対して最大値が存在すれ
ば、間接効用関数
V (Q， 1 ) =max U (x • Q I 1 -p X ~ 0 ) 







は例えば荷見・堀内(1989)第 7章3節を参照されたい) 0 
(Weierstrassの定理:西村清彦(1990)による〉
f(X):Rn→ Rが連続で、 Rn白部分集合Xが空集合でない有界閉集合である
とき、 f(X )はある点xE Xで最大値をとる。
次に間接効用関数Vの性質を検討するロ
まずVは、 QとIに関して単調増加関数であることを示すロ QがQ' (Q'>Q) 
に増加したとする E このとき、増加前の効用水準を V(Q，I)で表し、変更後の諸
財の消費量を変更しないで得られる効用水準を U(X，Q・)、この増加に対応して






所得についても同様に、 Iが 1・(1)1') に増加した場合を考える。増加前
の最大の効用水準を、 U(X，Q)=V(Q，I)、増加分をある消費量の増加dX ( 
;: 0)にあてた場合の効用水準をU(X+dX，Q)、そして所得の増加に対して最












max U (X， Q) subjec t to 1 -p X = Q 
任意のQとIに対して対応する X xが、常に正であると仮定する〈このことは諸
財がいずれも、 Willigのいう essentialな財であると想定していると言い換えるこ





、 ， ， ，???， ， 、 、



































式に λー 2:;，Qを乗じたものに等しくなるロ Uが厳密な準凹関数であるとき、その
縁付きヘッセ行列式が0とはならないことが、 Arro官 andEnthoven(1961)によっ
て証明されている)。また、 Uがxに関して厳密に準凹であることは、次の理由
による D すなわち、 U白 XとQに関する準凹性によって、異なる任意の点(X，Q)、
(X・， Q)、そして O豆α孟1なる任意の αについて、もし U(x・， Q);呈U(X，Q)
ならば不等式
U(α x+(l-a)x・'αQ+ (1ー α)Q) 
= U (αx + (1ー α)x・， Q)孟U(X，Q)
が成立するからであるロ

























と変形することができる。したがって x~は Q と I で全微分可能であり、
dx耳=xXQdQ+x勺d1 
と表すことができる。一方、 Uは必要なだけ連続徹分可能と仮定されているので、
d U=Uxd x +UQd Q 
である o d xにdx事を代入して、 dU=dVとおけば
dV=Ux~~QdQ+Uxx 茸 Id1+UQdQ
=(Uxx草Q+ U Q) d Q + U x X :J 1d 1 
を得るロしたがってVはQとIで全徴分可能である。またVの偏微分係数は








る。 (QO，10)に対応する最適消費量 x'(Qo， 10)をxOで表す。ここで dx奪は
(dQ，d1)について解くことができるから、 (QO，10)に対して XOは局所的には
一意的に定まることに注意しよう o また、 V(QO.IO)=U(xO，QO)に在意して
おく。
さて、制約条件の不等式は次のように変形されるロ
(U lC X 0 Q + U Q. x X 0 d・(QO_Q，p (xo-x))豆O
xOは予算制約式 10_ p x 0= 0を満たしているので、これをQ、Iでそれぞれ偏
微分すると pX OQ= 0および pX 01 = 1を得るロまた XOは最適解であり、 1階の
条件Ux= ^  Pを満たしている。これらの等式を上の不等式に代入すると、
左辺=(λpx oQ+ U Q.λp X 01 p)・(QO_Q.XO-x)
= (UQ.λp )・ (QO_Q，XO-x)
= (U Q， U x)・(QO_Q.XO-x)
したがって、間接効用関数に関する制約条件付き最大化問題
max V subject to (V Q， V r>・ (QO_Q，IO_I);亘O
ー138-
と、直接効用関数に関する制約条件付き最大化問題
max U subject to (U Q， U x)・(QO_Q，xO-x);亘O
は同値であり、 maxV=max UoそしてUが厳密な準凹関数であることから、直
接効用関数の問題の最適解は一意で (Q0， x 0)であり、したがって、間接効用関数




































































































































f 0 (R t一Ct -P t a t>exp (-f 0 r r d τ) d t 孟 O
上式は永遠に借金し続けることはできないことを示している D この式を変形して、
α) t eo t 
f 0 (R t -c d exp (-s 0r .d τ) d t 孟 f0 P t a t exp (-f o rτd τ) d t 





















V = L 1 = 1 [ ( fL e -rT 1ー C) e川一 rz ;;;TJ)] (2) 
o 




伐期齢をTFで表すロすると第 2回目以降の植伐によって得られる t= Tp時点で
のVの最大値は、他の条件が一定なのでやはり VFとなる。そして t= Tp時点か
らの植伐における第 1回自の最適伐期齢はやはり TFである。この最適伐期齢は t
=0時点から見れば第2回目の最適伐期齢であり、したがってTl=T2=TFoこ
の論法を第3回目以降の最適伐期齢にも適用すれば、最適伐期齢はTl=Tp(i




max V (T) = (f e -rT_ C )/0 -e -rT) 
である。最適解が満たす l階の条件は解を内点解に限れば
f-r(f+Vp)=O 
( 3 ) 
(4 ) 
となるロここでドットは Tによる微分を表している。また、 VPは最適解T=Tp 
で得られる(最大)利潤である。第 1章で明らかにされたように、 ( 4 )を満た
す伐期齢は一意的であり、したがって(4)は大域的な最適解の必要十分条件で
ある。このように本章の仮定の下では、森林所有者の最適森林計画は(4 )を満
たす伐期齢 (T= TF)で森林の植伐を韻り返すことになる o
以上回結果は無立木地に対するものだが、任意の林齢の森林に対しでも成立し、






と)でもあることに注意しよう o したがって、最適森林計画を示す (4)は、存
在する立木と林地をその時点で売却して、得られた収入を銀行に預けたときの利
子分 (r(f+Vp)) と、森林を伐採せずに置いておいたときの森林の販売収入の
成長率(f )が等しくなるところ (T= T F)で森林を伐採することが最適である
と主張しているロ fは厳密な単調増加凹関数であると仮定されている。したがっ
-145 -
て、 T<TFでは f-r ( f + V p) >0となる。この不等式は、その時点で販売し
て現金化し銀行に預けるよりも、森林として置いておく方が有利であることを示





立木販売したときの収入と蹄争的林地価格の和 (f+VF) 、そして利子率(r) 
である o このことは、森林所有者の最適伐期齢は考察される森林の林齢に関わら














U = J t=O U t d t 
が総所得の現在価値の制約の下で最大化されるように消費が行われるロそしてこ
のとき、異時点聞の消費について
U tF= U ，Fexp[ r (τ-t )]， U tx= u rxexp [r (τ ー t)] 
が成立している(ここで utYはδut/d Yを表すロ以下同じ〉。なぜなら τ時点





U tF= U tX 
の関係が成立している。なぜならもしこ白等式が成立しなければ、 t時点以外の
効用を変化させることなく、 t時点での現在効用 U tを増大させることができるか
らである o
以上から UOF= fとすると次の等式(5 )を得る。















在意されたい) 0 さて、この便益の最大化問題はT1~ Tminの制約の下で
co 











































Tl r 1 = J 0 g exp (-rτ) d τ 




d U = E l:1'" 1 {[ f 1 ex P (ー rTd+ηr1ー c]exp{-r l:J，qT J)) 
で表される。したがって社会的最適森林計画の問題は以下のように定式化されるロ
max 1 U/ E subject to T孟Tmln
さらに本節第 l項での考案を思い出せば、この問題の最適伐期齢は、植伐が何回
目であっても同ーとなる白したがって、この問題は T~Tmlnの制約の下で




v = (f e -rTー c) / (1 - e -rT) • 






( 7 ) 
古=[re-rT/(l-e-rT)2J[{1-e -rT) r-1g (T)ー J:te -rt d t ] 
であり、部分積分により
T 
W = [r e -rT / (1 -e -rT) 2] J O g e -r t d t 

























































Ro=πf e -rT + V F e“rT 
であるロ一方、この契約に応じないときの利潤は、前節でみたようにVFである。




















の組み合せはこ白フロンティアよりも上白領域 (π~ 1t 0)である。
造林地所有者四契約フロンティアの形状は、関数
o (T) = f e -rT / (1 -e -rT) 
に依存するロここでφは、造育林投資がゼロ(c = 0 )の場合のFaustmann式であ
ることに気付かれたいロしたがって
d ゆ/dT=f-r(f+ゆ)= 0 
を満たすTをToとすれば、ゅはTmln孟T<Toで単調増加し、 Toで最大となり、






B 5= (1ーπ)f e -rT - C 
で表される。ここで便益が0となる分収率1tSと伐期齢の組み合わせが満たす条件
を求めれば、

















と分収率の組み合せを求めるロ π0=πsとして(8 )と(9 )の連立方程式を解
くと
(f e -rT_ C )/0 -e -rT)= VF (=max[V (T) I T孟 Tml n]) 
を得る。前節でみたように、この等式を満たすのは唯一T=TFのみである。した
がって 2つの契約可能集合の共通集合は、図 5-1に示されているように、唯一
( T F.n' F)のみであるロそして、この点では造林地所有者の利潤は、契約に応じ
ない場合の利潤に等しく、造林者の便益は 0となっているロしたがって πFは




の植伐期間とする D ここでは第 i回目の伐期齢をTlで表す。この場合の地上権設
n 
定期聞はL1 =0 T 1である o
さて、ある伐期齢 {Tlli=1.2. ・・・， n} と分収率πの分収造林契約
によって造林地所有者が得る利潤Roは
n n 
RO= L 1=1[πf lexp(-r Lj::1T j)]+VFexp(ー rLi=1Td (11) 
である o一方、このときの造林者の便益 Bsは
n 

















L π= (λ-1) L l=O[ f lexp(-r L j=t T J)] = 0 
が成立しており、したがってλ=1白これをラグランジュ関教に代入すると
L = Bs+ Ro-R草
n 1-1 
= L 1=1[( f 1 e -rT1_ C )exp(-r L j=1T J]+ VFeXp(-r L 1=lT 1)ー R:f
( 1 3 ) 
となる。ここで第n回目の最適伐期齢Tn'について考察すると、 Tn~ は第 l 回目
から第n-l回目までの伐期齢に関わらず
同 n-1 n 




[ f n -r ( f n + V F)]exp (-r L j = 1 T J ) = 0 
となる口前節で見たようにこの等式を満たすのはTn=TFのときのみである。さ
らにこのとき
f ne -rTn_ C = VF[l -exp(-r TF)] 
であり、これを (13) に代入すれば、
n-1 1-1 n-1 
L=L1=t[(f e-n1_ c)exp(-r Lj=lTj)]+VFeXp(ー rL 1"1 T 1) -R :f 
を得る。この式をもとに第n-l回目の最適伐期齢Tnー ゾについて考察すると、
数行前lこTn写で行った論誌を適用することでTn-l C = T Fを得るロ以下、同じ論法
を順次適用することにより、公的機闘が提示する伐期齢は



























四フロンティアは造林地所有者の場合、。=πOEI:1(f e -irT)ー (1 -e -nrT) V F 
= (1 -e -nl'T){ 1 -e -rT)ー 1[πo f + (1 -e -rT-l) V 1"] 
となり、造林者の場合
o=(1-zs)z 111(f e -irT)-E ?;(c e -lrT) 






からである (Tl=TFと1t=1tFを (11 )、 ( 1 2) に代入すれば、 RO=VF、



















πo(T)=[f e-rT/(l-e-rT)Jー 1V F 
で表される。一方、造林者の契約フロンティアをπ♂=πs:r(T)とすると、それ
は
1t 5' = 1 -c / (f e -rT) +ηr / (f e -rT) 
と表されるロここで森林の外部性が考慮されない場合の造林者の契約フロンティ
アをπs=1ts(T)とすると



















πs~>πs for T ~ T mln 
を得る。








πo(Ts)= ([1 -exp(一rT s)} / [ f exp(-r T s)]} V F 
であり、公的機関の提示できる最大の分収率は
πぷ(T s) = [ f exp(一 rTs) +ηr -c ] / [ f exp (-r T s)] 
















Rozz 111[πf 1 exp ( -r :E J = 1 T J)] + V Fe削ー r:El=lTt>









L1=O[(f le-ril+rlー c)exp(-r L J=1 T J] 
n 




Kn=(fne-rTn+ηr n -C ) + V F e -rTn
= (V +ηW) (1 -e -rTn) + V F e -rTn
が最大化されている。さらに最適解 Tn~が内点解であればその 1 階の条件は




(Vs+ηWS-VF) r e -rTS> 0 
となり Tsは第n回目の最適伐期齢ではないことがわかるロまた、この不等式から
Tnがいかなる伐期齢であっても






K n-l = ( f n-1 e圃 rTn-l+ηrn・1ー C) + K n:r e -rTn-l 


















































































Ro=π[f e -r (T-b) -C 1)]+ c 2+ V Fe -r (T-bl 
B s= (1 -;r )[ f e -r (T-b) -C dー C2 










max f e -r {T世 b)ー C1 + V e -r【T-b)
と表されることに気付かれたいロベルマンの最適性原理により、この問題の最適
伐期齢もまた、 Faustmannの伐期齢の l階の条件 (4)を満たすロしたがって、

























































































































































MWTP=-z 111d I1/d Q 
MWTA = P + d 1 0/ d Q 
である o したがって社会的最適森林利用の条件は次のように表される。
n 
MWTP -MWT A = (-L 1 ~0 d 1 / d Q) -P = 0 ( 1 ) 
ここで森林所有者Iこ対して添え字 Oが用いられていること、そしてー d 10/ d Q 
は、森林所有者の森林のストック置の増加に対する限界支払い意志額を表してい
ることに注意されたい o こ白ことから社会的最適森林利用の条件(1 )は、社会
全体の人々(森林所有者を含む)の、森林のストッタ量に対する支払い意志額の
-169 -




























































討する o まず、第 4章で定式化された(限界〉支払い意志額が、支出関散を用い
-171 -
て再定式化されるロ次に、それから直接的に導かれる森林の公益的(限界)価値


































min p x subject to u = u害， x~O 
ここで、 pは諸財(自由に購入できる私的財)の価格を表すm次行ベクトル、 x
は諸財の消費量を示すm次列ベクトル、そして Uは直接効用関数であり、 u=u








μu xx U x d x写| 1、。一μU時。 d P 、




d μ 。 - UQ d U # 
左辺のm+l次正方行列の行列式は、 Uの縁付きヘッセ行列式にμm-lを乗じたも





ると仮定するロこのとき (p，Q， U害)E Qでは、最適消費量x客とラグランジュ乗
数μは、全微分可能な関数として





以上から(p ， Q， U.T) E Q上で定義される支出関数 eは




して所得 I=e(p，Q.u存)= p x'の下での効用最大化問題
max U subjectto I-px=O， x~O 
の解と一致し、対応する最大化された効用水準は u#であることに注意されたいロ
このことは改のように確認される。もし x~が効用最大化問題の解でなければ、最
大化された効用水準U皿M はU宰と一致しない o もし Un
ると、支出最大化間題の解はx草ではないことになるロなぜならより小さな消費量
によって効用水準 U害が実現できることになり、 pX %は最小支出額ではないから





oe/op=x%+p[dx吋p，Q.u勺/op]=x茸(p ， Q. U ") ( 2 ) 















-12Ne/a Q]d Q=e (p，Q0.uS)-e (p.Q I，U) 










MWTpS = :E 1 MWTP 1 =ー p:E1[OXr1(P，Q，u引 ]/0Q) 
=-p[d:EIXd(p，Q，u害1]/δQ)
=ー p[d X吋p，Q，u勺/0Q) 
WTpS = L 1 WTP 1 = -p L1 [x写l(p，Ql，U"'l)_Xl'l(p，QO， U"l)] 
=-p[:ELXtL(p，Ql. U"'l)-:ELX写l(p.QO，u叫)]
( 5 ) 













( 2 ) 弱補完性あるいは需要の相互依存性アプローチ
再びある一人の経済主体について考察する白この塩漬主体の補償需要関数を 2





を満たす p;1' (<∞〉が存在する o この仮定の下で補償需要関数yの左側の面積
。-s p'y (P. p¥Q. u #) d P 
を考えようロこの積分は次のように変形することができる白
co p# co P害s p' Y d P = S ~; Y d P + S p#y d P = S p'(a e / a P) d P + 0 
= e (p存.pぺQ.u #) -e (p・.p¥Q.u勺
これを Qで偏徴分すると
co 
a [S p' y (P， p¥Q. u 勺dP]/ a Q 
= a e (p大p¥Q.u勺/aQ-d e (pC， Q， u 勺/oQ (7) 
であるロここで第2の仮定を置くロそれは、森林のストック置が効用に影響を及








あろう D これが第2の仮定の意味である o また、この仮定を数式によって表現す
れば、 UQ(O.z.Q)=Dである。
さてこの仮定の下では、 ( 3 )を用いることによって
O e (p #. P¥Q.U存)/eI Q =ー μUQ(O.z.Q)=O
であり、このことから(7 )は
(x) 
eI [S p' y (P ， p¥Q. U #) d P] / d Q = -a e (p c. Q. U i1) / O Q ( 8 ) 




Ma 1 er( 1 974 )が弱補完性と名付けたものであり、またBradfordand Hildebrandt 
(1977)が需要の相互依存性と呼ぶものである。
社会全体の森林の公益的限界価値は、各経済主体について (8)白左辺を単純




































でyは、 Qと弱補完的な財の補償需要量を示す k次列ベクトル、 zはそれ以外の
m-k次列ベクトルとするロ各財の現在の価格を pC=(p・， p -)で表すロ弱補完
性の仮定により、
y(p書.p¥Q， U #)= 0 
を満たす有限のある価格ベクトル (p~ ， p") が存在し、もし y= 白ならば U Q= 0 
であるロ価格変化の経路 pC→(∞， p -)を cで表すロさらにこの経路を 2つに分け
て pC→ (p~， p")をC1、(p#， P M)→(∞， p ")を C2とする。以上の設定で経路 c
に沿った次の線積分を考える。すなわち
Scy(P，p¥Q. u #) d P 
( 1 1 )を変形すれば
S c Y d P = S C1 Y d P +S c2 Y d P = SC 1 (a e / a P) d P + 0 
= e (p f， P¥Q. u #) -e (p . ， p¥Q， u #) 
を得るロこれをQで偏微分し、弱補完性の仮定を利用して変形すると
δ[Scy(P，p¥Q，U勺dP]/ d Q 
( 1 1 ) 
=一μUQ(O，z.Q，ulI')-de(pC.Q，u勺/0Q 
= -a e (p c. Q. u :1')/ a Q 
を得る。最後の式から明らかなように、線積分 (11) 




た、 (1 2)は(8 )と全く類似のものであることに注意されたい o異なるのは
( 8 )では yがスカラーと見なされ、 1変数の積分計算が含まれているのに対し





















考察しておこうロまず、第 1の仮定すなわちnon-essen ti a 1財の仮定が成立しない
場合についてロこの場合には、補償需要曲掠の左側の面積が無限大となり、森林
のストック量でこれを微分することはできない白したがってこの仮定をはずすと









o[Scy(P.P¥Q.U勺dP]/ O Q 
=一μUQ (0 • z • Q. u;t) -d e (p c. Q. U帯)/0Q =一μUQ+MWTP 










































oe(p.Q.u害)/a p = x (p . Q. e (p. Q. u勺)
e(p.Q.u存)= p c • x (p c. Q. 1 ) = p c • x C= 1 
と表される。ここでxは通常の需要関数を示している。添え字cは現在の価格、
あるいは需要置を示している o






















(一定)を Iで表す。このとき、もし |ηmax.A/21 1孟0.05、lηmll'A/2II
壬o.05、そしてIA/II亘O.9ならば、次の不等式が成立するロ
ηmln 1 A 1/2 1孟(C-A}/IAI孟ηmaxlA 1/2 1 



















1: 1 s 1/ 1:1 S 1亘:1κSl/LlSl=κ 
こ白不等式は集計レベルで白消費者余剰による近似が、少なくとも個人の最大相
























a x 1/ a P 1 = a x ~ 1/ a P 1ー (ax 1/ a 1 ) X 1 
(ここで X 1は第 i財の通常の需要関数を示し、 X l'は補償需要関数を示す。 i
は財を表す添え字である。また Iは所得であるロ)





























































(上と間報に Qの値を QXく Q壬Q#の聞で変更して、この質問を繰り返せば回答
者の限界補償受容額が算出することができる。なお、開発の是非を求める場合に
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の観点からmXn個のグループに分類されたとしよう。任意のグループG1 J ( i 
= 1.2，・・・， m， j =1. 2，.・・， n)は、地理的分類 iと時閣の機会費用による分類 j
によって他のグループから区別されている。さて、 G1Jに属する家計の数をR1J 
で表す白また、森林を訪れた年間延べ家計数を rlJで表す白その要する交通費を
C 1 (既知)とする D また旅行に要する時閣の機会費用を αJt 1で表す。ここでα
Jは時閣の価値を表す未知のパラメー夕、 t1は旅行時間(既知〉である o 以上か
ら、グループGlJの旅行費用 CuはClJ=Cl+αJt 1となり、レクリエーション
需要関数は
r 1J/ R 1 J = A (C1 +αJt 1)+B=AtCl+A2Jt 1+8 
で表される o ここでA、Bは未知のパラメータである。また被説明変数が、グル
ープの人口で規草化されていることに注意されたい。
さて、上の推定式の説明変数は C1とt1であり、 αJあるいは A2Jを推定するた
めの情報がないロしたがってこのままでは推定は不可能であるロ考えられる一つ
の方法は、 αJあるいはA引を所得や賃金率等と関連付けた関数で表現することで











得られる o また、 αJ=A2J/ A 1の関係を利用して時聞の価値が計算できる。こ
れらが得られれば、森林の公益的価値を求めるための積分計算は容易である。
以上のモデルを基に統計学上の問題を検討しようロなおここでの指摘は、基本





























































































max u(I，m，Q，z) subject to 1有一 [1+mP(Q， z)]=O 
ここで Uは連続微分可能な効用関数である。また、 Iは宅地以外の財に購入され




























も高い価格P~1 を宅地 (Z ， Q) に付けねばならないロ以上から、


















min 1 +mP(z，Q) subject to U=U~ 
この支出最小化問題の解は、上の効用最大化問題の解と一致する(その理由につ
いては本章第 1節を参照のこと)ロ最適解が満たす 1階の条件は、内点解の場合、
1 -μU 1 = 0 
p-μUm= 0 
m PQ一μUQ=0 
mP z-μU z= 0 
U害-U=O
と表される(ここでμはラグランジュ乗数である〉。一方、効用水準を UIrにとど
めて効用関数を所得 I と Q で全微分すれば dU~=O=Uldl+UQdQ である。
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したがって、限界支払い意志額 (MWTP) は1階の条件を利用して





























































































































































































て限界支払い意志額を示す勾配ベクトルである D このため、 Rosen(1974)は、市場
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価格韓が一つ得られれば付け値関数が求められると考えたロしかし後に、 Brown
and Rosen (1982)は、 2次関数による例を用いてこのことが誤りであることを明ら
かにした D また、 Kanemotoand Nakamura(1986}は、より一般的な設定で彼ら白結
果を確認しているロ
実際のところ付加的な情報あるいは仮定なしには、一つの点の情報から曲面(




















P k = P (X k'， Y k) 
ここでPk:宅地Kの宅地価格，
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X k.:宅地kにおける自然環境特性のベクトル白 Xk， = (x 1. • • '. X m) 
Y k， :宅地kにおける社会環境特性のベクトルロ Yk，= (Yl.・・・.Y n) 
である。用いられた特性(( )は略記号〉とその基となった資料および単位は以
下のとおりである白


















HAN5F， HAN5T， HAN5G， HANIR.・・ 2.5haを1単位とする由
HAN1G 
HAN1H， HAN1JT， HANIY 






















































主成分 PCA1 PCA2 PCA3 PCA4 PCA5 
自然環境特性
HAN5F -0.01729 1. 31487 -0.12736 -0.10461 0.52134 
HAN5T -0.23820 0.47052 0.00209 0.04828 1. 39403 
HAN5G 0.00631 -0.15580 1. 07662 -0.17346 -0.00797 
HAN1R 1. 09736 -0.03064 0.00558 0.08492 -0.31388 




HAN5F 116.58511 0.01275 
HAN5T 66.10638 0.02612 
HAN5G 4.85816 0.26322 
HAN1R 4.49645 0.44165 

















PCA52 c 1 0次元行ベクトル
である。その推定結果は次の表6-SO通りである。
表3-3 推定結果
a 1 c F値 65.99558 
(constant) 5.605891 HANIH 決定係数 0.77646 
HANIJT 自由度調整済み決定係数
b HANlY 0.102721 n 0.76469 
KYOGAK 
PCA12 JUTAK 有意水準
PCA22 -0.083311￥ EKICITY -0.012877 キ : O.0148 
PCA32 KVOEKI -0.128508 #幸 :0.0160 








の5次元正方行列をBとすると、 bQ2=tQ B Qである。次に各自然環境特性の
平均値をμ1とし、これを並べた5次元列ベクトルをμで表す。またその標準偏差
を U 1で表すロここで対角要素が 1/σ1で他の要素が0の5次元正方行列をzと




P = exp [a 1 + b Q 2 + c Y] =exp [a 1 + t Q B Q + c Y]
= exp [a 1 + t ZM B tM z + c Y] 
田 exp[a 1 + t (X-μ) LMBtML (X一μ)+ c Y] 
ここでLM B tML =β( 5次元正方行列)とおくと
P = exp [ ( a 1 + tμβμ) + t XβX-2μβX+ c Y] 
さらに a1 + t μβμ= a (スカラー)とし、一 μβ=γ(5次元行ベクトル)と
おくと
P = exp[ a + t XβX+27X+cY] 
である。
ここでa及びβ、27を計算すると次のようになる。
a = 5.0993042 
-2.34847 -1. 70989 S. 48804 2.08688 
-1.70989 -1. 26462 4.42556 1.19940 
β= 10-sx 5.48804 4.42556 -22.21602 2.11634 





11.04681 3.43884 74. 79088 -84.73115 -1129.71937 
L 
27=10-3x ( 6.62399， 4.99914，ー 19.33152， -3.01767， 10. 1094 ) 
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HAN5F HAN5T HAN5G HAN1R HAN1G 
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パック・ボーンは、多数の森林所有者に対するヒアリング調査によって形成され
たものである D とりわけ真砂典明氏、松本健氏、大江俊平氏をはUめとする和歌
山県の専業林家の皆様には、貴重な時聞を割いて頂き、現実の林業経営から経営
哲学に至るまで実にさまざまな御指導を頂いた白
最後に私事ではあるが、全くの仕事人間で、帰宅後や体目もキィボードに向か
っている私に、不平も漏らさず、私の健康を気遣い、しばしば手を貸してくれた
妻かよ子に感謝の言葉を贈りたいロ
